
予算要求資料
令和2年度6月補正予算 　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費　
	事業名　新ＥＣサイト新規構築等支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　県産品流通支援課　県産品振興係　電話番号：058-272-1111（内3097）

　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　19,090千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	19,090
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,090

	決定額
	19,090
	19,090
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
 　 ・インターネットや携帯端末の普及を背景に、ＥＣ（電子商取引）市場は着実な成長を続けており、2016年の市場規模（ＢtoＣ）は約15兆円と前年と比較し9.9%の伸びを示している。
・県では、楽天との包括連携協定締結（H21）以降、県内事業者の交流組織
「ぎふネットショップマスターズ倶楽部」を設立（H22）（H30.3末時点で
会員による自主運営へ発展）するなど、ネットビジネスの普及拡大を支援
してきたが、店舗数や流通総額に一定の成果が見られるものの、今後はＥ
Ｃ市場拡大に伴う競争の激化が予測される。

・ネットショップは、立地や商圏に左右されず県外消費の獲得が可能であり、

住み慣れた地域で商売を続ける手段としても有効である。本格的な人口減
少社会を迎える中で、将来に向けて、地域の商業力を高め、地域雇用を創
出するためには、今後も更なる成長が見込まれる当分野に対して、継続的
な支援と更なるサポートが不可欠である。　　　

・このため、ぎふネットショップ総合支援センター運営を通じて、相談体制・
情報提供機能の強化、交流機会の拡大のほか、新たにＥＣサイトの構築や
改修を支援することで、新規参入による裾野拡大と既存店舗の競争力強
化・売上拡大を促進し、県内事業者全体の底上げを図る。
（２）事業内容
・ＥＣサイト新規構築等支援
　　　実店舗での売り上げ減少により非対面型ビジネスモデルへの対応をした事業者が、自社のＥＣサイトを新規構築又は改修する場合に必要な経費の一部を補助する。

<支援内容>

・対象者：県内に本店等本拠地を有し、かつ販売店を有している事業者
・補助率（１者あたり）：ＥＣサイトの新規構築　3/4（上限額750千円）
ＥＣサイトの改修　　　2/3（上限額300千円）

（３）県負担・補助率の考え方
　　　ＥＣサイト支援施策は、地域の商業力を高め雇用創出につなげる、県の経済対策及び地域活性化対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	19,090
	ＥＣサイト構築等の補助、支援センター運営費

	合計
	19,090
	


	　決定額の考え方　

財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県成長・雇用戦略２０１７」

［３］海外展開・販路拡大支援プロジェクト

（２）国内におけるビジネスチャンスの提供
（２）国・他県の状況

福井県：ネット通販・取引支援センター（H25.4オープン）

県及び関係団体主催：ネット販売支援セミナーの開催（広島県、長崎
　　　　県等）

（３）後年度の財形負担

　　　　  事業効果等を踏まえ継続的について必要な検討を実施
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県内事業者が支援センターを利用し、ネットショップへの新規参入と既存店舗の競争力強化・売上拡大を促進し、県内事業者全体の底上げを図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ＥＣサイトを新規構築した事業者
	
	
	
	
	10社（R2）
	

	ＥＣサイトを改修した事業者
	
	
	
	
	20社
（R2）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　人口減少社会の到来により、消費規模や商圏内人口の縮小が想定され、ネットショップは居住地や立地店舗の商圏に左右されず、県外消費の獲得が期待できる成長分野であることから、ネットビジネスの支援事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

これまでの支援により成果が見られた事例はあるが、ＥＣ市場の拡大に伴う競争の激化や人口減少に伴う国内市場の縮小による海外展開の必要性など、課題解決のための事業者支援が不可欠である。ＥＣ市場は多様化しており、様々な市場ニーズに対応した販売支援を実施していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ＥＣ（電子商取引）市場は今後も成長が見込まれ、支援センターの利用率も高い水準で推移していることから、今後も事業者のニーズをとらえた支援体制を継続していく。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


